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環境経済 ・政策学会2004年 大会

岸 本 充 生 (独立行政法人 産業技術総合研究所 化学物質リスク管理研究センター)

環境経済 ・政策学 会2004年 大会 が,広 島

大学 で,9月25～26日 の2日 問にわた り開

催 された.プ ログラムは初 日午前 ・午後 と2

日目午前 の研究報告,お よび2日 目午後の公

開シンポ ジウムで構成 される.シ ンポジウム

の テーマは 「環境 再生 と地域 マ ネジメ ン ト」

であ った.筆 者 は,主 に,自 身が報告を行 っ

た分科会 と座 長 を務め た分科 会 に参加 した.

1996年 の第1回 大会以来,今 年が9回 目の大

会で ある.筆 者 はすべての大 会 に出席 して き

たが,い つ も自身の報告 と討論者や座長 など

をこなすのが精一杯で,全 体 の動向 を冷静 に

概観で きず にいたのが心残 りであった.今 回,

学会動向 を書かせ ていただ くことにな り,良

い機会なので,9年 間を数字 で振 り返ってみ

ることに した.

分科会数 は1996年 の21か ら,2004年 には

34(最 大 は2003年 の39)に 増 えて い る.

2004年 に は,同 時 に10以 上 の分科会が開催

され ていた ことを意味す る.図1に 示 した よ

うに0報 告数 も1996年 の80か ら,2004年 に

は191ま で,2倍 以上 に増 え た(最 近3年 聞

以外 の年については直前のキ ャンセル分 は考

慮 して いない).1996年 には,発 表者 に占め

る男性 の割合が9割 を超 えていたが,2004年

には7割 台 まで下が って きている.報 告者の

所属機 関 を大学 とそれ以外 に分 けると、常 に

大学が7割 を占めている ことが分か る.ま た,

大学に所属 している人の 中で院生の 占める割

合 が,当 初 の30%程 度 か ら徐 々 に増 え,

2004年 には初 めて5割 を超 えた(59%).環

境経済学 を学ぶ院生が増 えたこ とを反映 して

いるのだろ う.教 官 に ももう少 し頑 張ってい

ただ きたい ところである.次 に,大 学以外の

所属機関 を見てみる と図2の ような内訳 にな

った.民 間企業 に所属 している人か らの報告

が常に10%程 度ある.「 国の機 関」の一部 は,

2001年 か ら 「独立行政法 人」 になったが(こ

こには筆者 も含 まれ てい る),両 者 を合わせ

た比率 も常 に10%程 度で推移 してい る.報

告者 を,大 学,民 聞企業,独 立行政法人 も含

む国の機 関,そ の他の4つ に大別す ると,こ

れ らの構 成比率 は70%,10%,10%,10%

で安定 している.

さらに細 か く,所 属機関別に上位3位 まで
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図1学 会報告件数と発表者の所属の推移
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図2大 学以外の所属期間の内訳と推移(分 類は筆者による)

の変遷を見ると,表1の 通 りである,京 都大

学 は,1998年 と1999年 の2位 を除 き,常 に

第1位 の座 を保 ってお り,特 に2004年 は

「圧勝」であった.ま た,開 催地の地元の大

学が上位に顔 を出す傾向 もある(色 を付けて

強調 した).

次に研究分野 に移 ろう.筆 者 も大会のプロ

グラム委員をやったことがあるが,多 種多様

な報告 を分類 し,5,6個 ず つの分科会 を作

るというパズルはとても難 しい.分 科会の名

称 を見ていると,試 行錯誤の跡が見て とれる.

分科会の名称は1996年 には7種 類 しかな く,

最初の2年 間は廃棄物 ・リサ イクル関係の分

科会がなか ったことには驚か される.そ の後,

報告内容の多様化に伴い,分 科会の種類 も数

も増 え,2003年 には19種 類 に達 した.基 本

的な分野の名称が確立 したの は2001年 の大

会 で,そ れ以来,大 枠 が踏 襲 されてい る.

「環境 政策 ・制度の評価 ・比較」 「循環型社

会 ・廃棄物 ・リサイクル」「地球温暖化 とそ

の対策」 「環 境経営 ・環境会計 ・環境監査」

表1発 表者の所属機関別ランキング

1

ア996年 京都大 学

2

(9人)慶 臆載塾宍学

3

(4人 〉 大阪大学

筑波大学

(3人 〉

199搾 京都大学 (7人)九 州大学 (6人 〉 東京大学

国立環境研究所

慶臆義塾大学

(4人 〉

1999年 東京大学 (8人 〉 京都大学(6人)

地球環境戦略研究機関(6人)

>999$慶 雁義塾大学(13人)京 都大学 (7人)地 球環境戦略研究機関(6人)

2000年 京都大学 (13人)東 京大学 (9人 〉 広島大学 (6人 〉

20014「 京都大学 (12人)東 京大学

国立環境研究所

(9人 〉

(9人)

2002$京 都大学 (14人 〉 広島 大学 (10人)東 京 大学 (9人)

2003年 京都 大学(12人 〉

東京大学(12人)

国立環境研究所(12人)

2004年 京都大学 (23人)国 立環境研究所

広島大学

(11人 〉

(11人)
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「ア ジア及 び途上 国の環境問題」「環境評価 と

環境 資源勘定」 の6分 科会が主要な分科会で

あ り,そ れぞ れ毎 年複 数 設 け られて い る.

2003年 には 「地球温暖化 とその対策」 と 「循

環型社会 ・廃 棄物 ・リサ イクル」が6つ ずつ

設け られた.2004年 の分科会構城 を表2に 示

す(先 に挙げた6分 科 会を強調 した).

表22004年 大会の分科会の構成

数 報告数

な分科会名 を挙 げた.ち なみに,2002年 まで

は毎年 「自由論題」 とい う分科会が設け られ

ていた.

分科会名
―

環境敵策 ・鵠魔め評癒 ・比較 5 3α[

蠣環型魅会∵騰棄物 ・刀 サ イク窮 曝 簗3

弛球温麟 どそ嚇 簾 3
∵‡8'

環簾 難 環擁鋸 環境離 3:げ 1ア 三

・ア ジア濠び塗よ国 の環鏡開題…、 ..31 ['47

環境評価翼環境資源勘定 2'. .'12・;

エ ネ ル ギ ー ・資 源 と環境 2 11

環境政策の国際比較 ・国際環境協 力 2 1G

環境 問題 と環境政治 ・法 ・経済 2 10

ミクロ ・メゾ ・マ クロ環境会計とその連関 1 7

公共事業と環境政策 1 6

市民 と企業 1 6

持続可能性の枠組み 1 6

環境保全意識 とライフス タイル 1 5

環境経済理論 1 5

地域と環境管理 1 5

技術革新と環境保全 1 3
一

「環境政策 ・制度の評価 ・比較」「エネルギ
ー ・資源 と環境 」「環境政 策の国際比較 ・国

際環境協 力Jの 中身 を見 る と,そ の多 くが

CO2排 出削減や廃 棄物対策 を扱 っている.そ

のため,見 た 目以上 に、地球温暖化問題 と廃

棄物 ・リサイクル問題に関す る報告が増 えて

いる.同 時 に,環 境経済 ・政 策学会で取 り上

げ られ る テーマ もます ます広が って きてい

る.表3に は,最 近の大会に見 られた特徴的

最後 に,今 年度,筆 者が見聞 きした報告の

中か らい くつか紹介 したい.筆 者が報告 を行

った分科会(「 環境 政策 ・制度の評価 ・比較

(1)」)は,環 境税や排出量取引 といった花形

の政策手段 の影 に隠れた地味な政策手段 に関

す る議論が行 われ た.松 野裕氏(明 治大 学)

は公害防止協定 を,松 本茂氏(関 西大学)は

公害等調整委員会 に よる公害紛争処 理を,筆

者は有害大気汚染物質の 自主管理計 画を取 り

上げた.地 味 ではあ るが,教 科書で取 り上げ

られ る政策手段 よりも,実 際に社会で機能 し

てきた政策手段 に関す る研 究について ももっ

と光が当た ってほ しい.

筆者が座長 を勤め た分科 会(「 環境 保全意

識 とライフス タイル」)は,消 費活動 と環境

負荷 の 関係 につ いての5つ の報 告が行 われ

た.青 柳み どり氏(国 立環境研究所)は 環境

配慮型商 品を購入す る動機付 けを,植 村哲士

氏(野 村総合研究所)は グリー ンコンシュー

マー像 と彼 らの購買意欲 を掻 き立て るための

方法 を,佐 藤真行氏(京 都大学)は 情報 ラベ

ルの信頼性 を高 めるための方法を,そ れぞれ
一般消費者 に対す るアンケー トや行動調査 を

用いて明 らかに した.こ れ らに対 して,小 澤

寿輔氏(産 業技術総合研 究所)は 消 費行動 と

CO2排 出量 お よび幸福 度の変化を結びつける

モデルを提案 し,金 森有子氏(京 都大学)は

ライフスタイルの変化が複数の環境負荷指標

に与 える影響 を予測す るモデルを開発 した。

原稿 をもらった段 階で は,消 費活動 を扱 う と

表3最 近の大会の特徴的な分科会名

2001年 2002年 2003年 2004年

環境税 農業と環境問題 自動車と環境 環境問題 と環境政 治 ・法 ・経済

環境産業 ・環境投資 公共事業と環境保全 経済成長と環境 環境経済理論
自然保 護 ・ア メニ テ ィ 農林業と環境 公共事業と環境政策
環境の経済分析 市民と環境 技術革新と環境保全
経済成長と環境間題 地域通貨/公 害問題 市民と企業

環境の経済分析 地域 と環境管理
地域の環境 ・資 源管理 持続可能性の枠組み
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い っても,前 者 のア ンケー ト調査 と後者のモ

デル による評価 との間 にはかな りのギ ャップ

を感 じたが,当 日の報 告 を聞 くと,両 者 を結

び付 けることで よ り完結 した研究がで きるの

ではないだろ うか とい う感想 を持った.

なお,学 会総会では,学 会 の事務作業 を委

託 していた(財)日 本学会事 務セ ンターの破

産 とい う予期 せぬ事 態へ の対応 が 報告 され

た.ま た,2006年7月 には,第3回 環境経済

学世界大会が京都で開催 される ことが正式 に

アナ ウンスされた.

一131―


